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塩見俊弘(環境地質部)

昭和51年10月1目付をもって地質調査所環境地質部

に地震地質課が新設され併任者を含めて11名をもって

発足した.次の4研究室から構成されている.

地震地質課(課長垣見俊弘)

第一調査研究室1地殻活構造に関する調査研究

第二調査研究室:地殻変動の観測法および解析法の調査研

究

第三調査研究室:地震活動と関連する水理水質の調査研究

第四調査研究室:地殻･岩石の変形･破壊機構に関する研

究

明治の中頃から大正時代にかけては地質調査所は大

芦な地震の後には職員を派遣し地変や震災の調査を行

ない震災予防調査会の調査にも協力して来た.1923

年の関東大震災には地質調査所の機能を挙げて調査に取

り組んだ記録が地質調査所特別報告第1･2号に残さ

れている.しかしこれをピｰクに昭和期に入ると地

震学や地震工学が体系化されまた東京大学に地震研究

所が設立されたせいもあって地質調査所が地震と直接

とり組む機会は大幅に減ってしまった.第2次大戦後

もしばらくの間は1952年十勝沖地震などに散発的に職員

が派遣されたに止まっていた.地質調査所特別報告の

第3号は実に1964年新潟地震の調査報告書ができるま

で待たねばなら放かった.しかしこの頃から地震を

伴う地殻変動や震災の予測･予防に対する地質学の役割

りが見｡直されるようになるとともに地質調査所が地震

調査を行なう機会も再び多くなって来た.1965～67年

松代/968年えびの1968年十勝沖から最近の1974年

伊鳥1半,語沖!975年阿蘇大分県中部地震に至るまで

構造地質ネオテクトニクス物理探査地化学探査等

の分野で当所は単独あるいは総合研究の分担者として
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毎年のように調査研究を行なってきた.

一方ナショナノレプロジェクトとして昭和40年から開

始された地震予知計画に当所は工業技術院特別研究費

をもろて昭和41年度から参加した.研究グルｰプ発

足以来｢爆破地震による地震波速度の研究｣と｢地殻

活構造の研究｣の2項目を分担研究して来たが第3次

5ヶ年計画(昭和49-53年)にあたる現在はこれに｢岩

石破壊実験研究｣を加えて地震予知に関する地質

学的研究として研究が進行中である.

これとは別に昭和49年末の川崎地区の地盤隆起の原

因究明のための総合的研究の一翼を担い当所は昭和50

年度から特別研究費による地盤変動の研究を開始

した.この研究においては地質構造の調査や地震波

速度の研究も行なわれたカミとりわけ｢地下水位水質

の研究｣が主力を占めて現在に至っている.地震の前

に地下水位･水質･水温･ラドン濃度などが変化するこ

とは中国やソ連では早くから知られているかわが国

ではこれまでほとんど系統的な研究や観測がなされてい

ない.幸い当所では地下水に関する調査･観測の経

験が豊富なのでこの経験を地震予知の分野で生かすこ

とが期待されている.

これらの工業技術院特別研究のほか当所は科学技術

庁の経費による地震あるいは地震予知関係の総合研究と

して前記新潟地震松代地震･えびの地震･伊豆半島

沖地震の研究や関東南部の異常隆起･平野部における

活断層の探査法･伊豆半島東部の地盤隆起などの諾研究

や緊急調査に参加している･このうち後2者は現在も

進行中である.

地震地質課はこのような地震予知に対する社会

的な要請の高まりとそのための地質調査所への期待の

増加という情勢のなかで誕生したものである.当課は

前記の地震予知関係の諸分野のなかで地震波速度部門

(物理探査部担当)を除く広範な部門を担当することに

なっている.

あたかも当課の発足と軌を一にして東海地方の地震

予知への要望など地震予知への社会からの期待も一段

とエスカレｰトし昨年10月には内閣に地震予知推進本

部も設けられた･これらの広い研究･観測の分野は

もとより小人数の当課々員のみではカバｰし切れるもの

では荏い.また地震予知のためにはまだまだ解決し

柱ければならない研究課題が山積している情況でもある.

所内外の大方の御援助･御協力を得て地震地質に関す

る基礎研究とプロジェクト研究の両者を推進させたい

と考えている.�


